様式第１号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）
申込書
（交通事業者等による周遊観光促進事業費補助金）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
静岡県知事　氏　　　名　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　氏名　(押印省略)
交通事業者等による周遊観光促進事業費補助金に関して関係書類を添えて応募します。
１　取組事業名

２　総事業費

３　交付申請額
金額　　　　　　　　　　　　円
(補助金所要額)　　　　　(補助金に係る消費税仕入控除税額)　　　(補助金額)

　　　　　　　　　　　　円　－　　　　　　　　　　　　円　＝　　　　　　　　　　　円

４　事業の概要
５　事業完了予定年月日　　　　　　　　年　　月　　日　　

６　責任者、作成者

責任者：職　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　

作成者：職　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　
様式第２－１号 (用紙  日本産業規格Ａ4縦型)

事業計画書
１　申請者の概要　

１つの交通事業者又は交通事業者と連携する観光事業者等が市町や地域観光関係団体等と連携する場合
	名　称
	
	代表者名・役職名
	

	本社住所
	（〒　　－　　　）

	静岡県内の

主たる事業所等
	（〒　　－　　　）

　事業所名：

	連絡担当者名

所属・役職名
	　　　　　　　　　　　　　　（電話・ＦＡＸ番号）

　　　　　　　　　　　　　　（メールアドレス）

	設立年月日
	　　　年　　月
	主たる業種

(日本標準産業分類、中分類)
	

	資本金
	　　　　　　　　千円

	従業員数
	　　　　　　　　　人

	事業内容
	

	他の補助金

助成金等

交付の有無
	該当するものに○を付し、有の場合は当該補助金、助成金等の名称、金額、交付元を記載すること。

　　有　　・　　無

（補助金額、補助金名、交付元）




２　連携先の概要（全ての連携先を記入）※連携を示す資料があれば添付すること
	連携先①
	団体名称：

	
	担当者部署名・氏名：

	
	担当者連絡先：

	
	連携内容：

	連携先②
	団体名称：

	
	担当者部署名・氏名：

	
	担当者連絡先：

	
	連携内容：

	連携先③
	団体名称：

	
	担当者部署名・氏名：

	
	担当者連絡先：

	
	連携内容：


様式第２－２号(用紙  日本産業規格Ａ4縦型)

事業計画書

１　申請者の概要

交通事業者を含む２つ以上の事業者が協議会やコンソーシアムを形成する場合
	団体名称
	

	設立年月日
	注：設立予定の場合は、その予定日を記載してください。

	代表者
	所属：

役職：　　　　　　　　　　　　　氏名：

	事務局
	所属：

住所：

	事務局

担当者
	役職：　　　　　　　　　　　　　氏名：　　　　　　　　　　　　

(電話・ＦＡＸ番号）　　　　　　(メールアドレス）

	構成事業者

※別紙添付も可
	名称：　　　　　　　　　　　　　代表者：

担当者（役職・氏名）：　　　　　　　　　　

(電話・ＦＡＸ番号)　　　　　　　(メールアドレス）

	
	名称：　　　　　　　　　　　　　代表者：

担当者（役職・氏名）：　　　　　　　　　　

(電話・ＦＡＸ番号)　　　　　　　(メールアドレス）

	規約等
	　　有　　　・　　　作成中　　　（どちらかに○を付けてください。）
注：　応募申請書に添付してください（作成中の場合を含む。）。


２　連携先の概要（全ての連携先を記入）※連携を示す資料があれば添付すること
	連携先①
	団体名称：

	
	担当者部署名・氏名：　　　　　　　

	
	担当者連絡先：

	
	連携内容：

	連携先②
	団体名称：

	
	担当者部署名・氏名：

	
	担当者連絡先：

	
	連携内容：

	連携先③
	団体名称：

	
	担当者部署名・氏名：

	
	担当者連絡先：

	
	連携内容：


様式第２－１、２－２号共通(用紙  日本産業規格Ａ4縦型)

３　事業概要

	取組事業名
	

	実施エリア
	

	公募要領「３補助対象事業」に示す要件を全て満たすことがわかるように（１）～（３）について記載してください。

（１）事業内容

　※留意事項

　・取組の内容を具体的かつ、わかりやすく記載すること

（２）事業計画のコンセプト

　※留意事項

　・実施事業の目的、コンセプト、及び当該事業計画が旅行者の滞在日数の長期化及び周遊促進に資する考え方を記載すること

（３）実施方法

※留意事項

・事業の実施体制、連携先との連携体制を明確にすること。

・運賃の割引を行う場合は、割引前と割引後の金額を示し、運輸局への届け出等（新規の乗車券の場合は届出案）を添付すること。

（４）事業目標、効果測定方法等

※留意事項

・運賃の割引を行う場合は、実績確認、精算方法を示すこと。

　・事業における利用者目標数を記載すること。

・そのほか事業目標として、経済効果等できるだけ具体的な数値を示し、事業開始前と比較し効果を検証できるものを設定すること。

（５）補助対象期間終了後の取組方針・展開

　※留意事項

　・補助対象事業の終了後、今回の事業の成果を踏まえどのように展開していく予定であるかを具体的に記載すること




様式第２－１、２－２号共通(用紙  日本産業規格Ａ4縦型)

４　スケジュール
	時期
	業　務　内　容
	備　考

	
	
	


　完了予定年月日　　　年　　月　　日
様式第３号 (用紙  日本産業規格Ａ4縦型)

収支予算書

　１　収入の部

	区分
	予算額
	備考

	
	
	

	
	　　　　　　　　　円

	

	計
	
	


　２　支出の部

	区分
	予算額
	備考

	
	　　　　　　　　　円

	

	計
	
	


様式第４号(用紙　日本産業規格A4縦型)

資　金　状　況　調　べ
	区分
　
月別
	収入
	支出
	差引残高

	
	　
	　
	　
	計
	　
	　
	　
	計
	

	　
月
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円
	千円

	　
月
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
月
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
月
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
月
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
月
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
月
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
月
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
月
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
月
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
月
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	　
月
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	計
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　
	　


